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２．統一論題設定の趣旨
　日本の経済と企業は、失われた20年の停滞からようやく成長の機会を見出しうるところにきているが、この先どの方向に発展していくことになるのか、まだ厳しい環境も続いている。いわゆる「アベノミクス」による成長戦略で法人税実効税率の引き下げや農業・労働・医療分野等における規制緩和が推し進められている。海外からの株式市場への資金流入も急増し、企業による自社株買いや配当性向の増大を迫られている。それにともない、収益重視に大きくシフトせざるを得なくなっており、従来の日本的な長期的視野の経営が変更を迫られている。また、近年のグローバル競争の激化の中で、M&Aを積極化させ、企業規模の拡大と収益力の向上を追い求めざるを得なくなってきている。他方で、情報化も急速に進展し、ビッグデータやクラウドコンピューティングの活用が進められ、膨大なモノとモノとが情報ネットワークで結びつけられる「IoT」による「第4次産業革命」が進められている。
　しかし、これまでの競争中心社会は大きな社会的格差を生み出し、非正規雇用の増大やあるべきディーセント・ワークをないがしろにしてきた面がある。またコミュニティを衰退させるように機能するなど、これまでの社会の持つサスティナビリティと相容れない形での企業と経済の発展を促してきた。
　このような課題がある中で、経営学における研究は専門化と細分化を進めそれぞれ重要な役割を果たしてきたが、いま社会と経済が大きく変わろうとしている中で、社会科学としての経営学の役割は何かという原点に立ち返って、それぞれの専門領域の貢献ないし意味を問う必要が生じていると思われる。これまで取り組んできた重要な課題と現在取り組んでいる課題、そして今後どのような課題に取り組むべきかを、改めて問い直したい。
　このように問うことで、日本経営学会はこれまでの90年の歴史を回顧し、100周年を展望しうる広い視角から「新しい経営学」に挑戦していく一つの道が開けると考えられる。
①社会的課題と企業戦略論
経営戦略論の発展系譜を概観すると、初期の意思決定論的アプローチ、経営史的研究およびケース・スタディ的研究以降、産業組織論に依拠したポジショニング・アプローチ、Resource Based View、ゲーム論アプローチ、組織論的戦略論（創発的戦略、組織学習など）、SAP（Strategy As Practice）など、多様な研究アプローチが展開されてきた。これは戦略論の充実を意味すると同時に、有力な（支配的）パラダイムの不在をも意味している。さらに近年では、企業・組織の戦略的意思決定に際して、経済的成果だけでなく、CSR、企業倫理などの側面への配慮も強く求められており、CSV(Creating Shared Value)なる概念も提唱されている。戦略論の発展および現状に関する上記のような認識に立ち、これまでの戦略論の発展系譜を踏まえつつ、今後の展望あるいは方向性に関する構想・アイディアを披歴する報告を期待している。

②社会の中での組織の機能
社会科学におけるポストモダニズムは、共通の基盤として合理性や真理、進歩の概念に疑問を抱くことにその本質をもっている。ポストモダン的志向の核心は、社会現象のすべてを説明するというグランド理論を求めるものではなく、すべての「説明」は不確かなそして部分的なものとみなすことにある。だが、ここに来て、アメリカ経済の構造的変化、先進諸国と発展途上国間のみならず先進国内の所得格差の増大など、世界の経済的・社会的・政治的フレームワークが変わりつつある。このような背景の中で、経営学とりわけ組織の理論や組織研究が果たす役割が新たに問われているのであり、社会の中で組織現象がどのようにして現れ、機能していくかを、理論と実践から考察する必要性に迫られている。文明のより広い傾向と社会秩序の形態や、哲学的方向づけと管理原則との間における解決出来ない関係性の分析など、組織論の再概念化を導くというポストモダニズムの組織研究のコンテクストの中に深く埋め込まれ浸透してきたメカニズムを議論する批判理論の研究が盛んになってきた。以上のような問題意識から、経営学というフレームワークの中で「社会に組織がどのように機能し、機能すべきか」を議論したい。
③社会と企業ガバナンスの関係　
今日、社会と企業のあり方が、大きく問われている。製品の安全性劣化、自然環境の持続可能性危機、派遣労働等不安定就業の拡大、雇用なき景気回復、事業や雇用の流出による地域崩壊、格差問題、女性や外国人等への差別問題、投機資本やグローバル化への対応問題等、社会と企業の関係性再構築の要求は強まっている。しかし、誰のために、どのように、社会が企業を統治し、社会と企業の関係性を再構築するかという問題は、混迷している。株主や投資家のために株主価値向上を基準として統治すべきであるとの動きがグローバル化として進んでいる。一方で、あらゆる利害関係者のために、あらゆる国の人々に人間として当然のディーセント・ワークの保障と、持続可能な地域社会と企業とを基準として統治すべきであるとのグローバルな流れも同時に強くなっている。21世紀において、どのような方向に、どのような方法で社会と企業の関係を構築するか、議論していきたい。



